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褒めて伸ばす 

 

 

経営の根幹「なぜ」を見つめ直そう 

 

第一生命経済研究所が毎月発行しているレポートによると、2013 年、日本経済は昨年から続く景気後退

に底を打つものの、消費税の増税により 2014 年再び景気後退に転じるリスクも秘めているようです。 

かつて１９８６年のピーク時には５３０万社強あった中小企業も現在４２０万社弱にまで減少していま

す。国内マーケットは、所得が減り人数も減るので今までと同じ商品やサービスに依存し続けている限り、

同業者とシビアな競争を続け残存者になるようにイス取りゲームをしているような経営状態になってしま

います。さらに経済のグローバル化で日本から世界市場も狙えますが逆に世界から日本に攻め込まれる危険

性もあります。 

街中から本屋さんがどんどん消えている一方で、amazon をはじめとしたネットの本屋は本屋の枠を超え

て様々な商品を提供して成長し続けています。衰退産業でも経営の仕組み仕掛けを見直せば成長事業に成り

うるのですね。やはり既存商品サービスだけでなく見直しによる新商品サービスの開発の重要性を感じると

ともに、世界から攻め込まれる怖さを感じます。 

本屋さんと同じく、喫茶店も減り続けています。「ファミレス」や自動販売機、コンビニエンスストアな

どの影響と思われますが、ファミレスにいたっても新規出店を凍結する大手起業が続出ですし、自動販売機

も電力問題で逆風です。かつてアメリカにおいても喫茶店は斜陽産業と思われていて、アメリカ人は熱い飲

料は嫌いであるとまで言われていたそうです。そんな逆風の経営環境の中、シアトルのコーヒーチェーン、

スターバックスコーヒーやタリーズ・コーヒーが大成長しましたので、amazon と同様、やはり衰退産業で

あっても事業の見直しにより成長できる機会というものはたくさんあるなと感じます。スターバックスは、

第三の場所（第一が自宅、第二がオフィス）でくつろげる空間の提供というコンセプトのもと、徹底的にサ

ービスを見直しています。タリーズ・コーヒーについては、伊藤園が傘下におくターリーズの日本法人がア

メリカの本体も吸収しようとしましたがその後とん挫し、日本のブランドだけ買収しています。セブンイレ

ブンに至っては、アメリカ発祥ですが日本が逆に本体を吸収していますので、経営努力により逆に日本がグ

ローバルになることもできることを証明してくれています。 

政権が変わったとはいえ依然経済の見通しは厳しく、中小の組織にとっては、今でも悪いのにもっと最悪

の経営環境が始まるという見通しさえあります。しかし身近なところを観察していくと、経営のチャンスに

もなるような変化がたくさん現れてきています。住宅で言えば年間１００万戸新築された時代は終わり、８

０万戸に減少しましたが、一方で家やマンションの修理ニーズは増加し続けています。今のところ日本だけ

の現象のようですが、車に興味を持たない若者が増加しています。電気自動車が普及すれば、整備工場の需

要は減るでしょう。しかし、車を持たないニーズを捉えてカーシェアリングが都市を中心に普及し始めてい

ます。米国ではジップカーが有名ですが日本でも駐車場の大手のパーク２４やオリックスが参入し、いよい

よ身近になりつつあります。月に４回程度（週１回の車の利用）利用ならば、所有する場合はもちろんレン

タカーよりも圧倒的に得な価格になっています。外車の個性的な車に乗る事ができたり、ガソリンを入れて

返さなくても良いし、消費者の財布に優しく地球環境にも優しいというコンセプトが現在のトレンドに適合

して伸びています。 

経営の一番の基盤（根となる部分）は「なぜ」この事業を行ってきたのか「想い」の部分です。スターバ

ックス・コーヒーであれば、自分たちは単にコーヒー売りではなく第三の場所としての安らぎの場所の提供

にこだわり、煙草お酒や食事の提供を制限したり、自分の父のような仕事に誇りを持てない社員を作りたく

ないという想いから社員の教育体制や福利厚生を徹底するなどにより経営体制を整えました。この「なぜ」

という「想い」の部分を「誰に、何を。どのように」提供しているのかを明確にし今の時代に合わせて置き

換え直す考え方が必要なのではないのでしょうか。              成迫 升敏 

長野県松本市巾上 9-9 

TEL：0263-33-2223 FAX：0263-33-2396 

長野県長野市栗田 292 番地 

TEL：026-291-4153 FAX:026-291-4163 

HP：http://www.narusako.co.jp 
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中小企業金融円滑化法終了目前のいま、何をすべきか 

 

事務所通信 24 年 9 月号でも触れたとおり、中小企業金融円滑化法（以下、円滑化法）が 2 度の延長を経

て平成 25 年 3 月末で終了します。円滑化法の終了が近づくにつれ、貸付条件の変更（いわゆるリスケ）を

行ったお客さまから、終了後の影響について不安視する声も多く聞かれるようになってきました。そこで今

回は、円滑化法終了までに企業が最低限準備しておかなければならないことについて検討してみます。 

 

中小企業金融円滑化法とは 

円滑化法とは、金融機関に対し中小企業や住宅ローンの借り手が返済金額の減額や返済の猶予等、貸付条

件の変更を申し出た場合、出来る限り対応するよう努力義務を課した法律で、平成 21 年 12 月に施行され

ました。平成 24 年 3 月末までの貸付条件変更件数累計（中小企業）は約 289 万件、対象債権金額は約 80

兆円で、申込みに対する実行率は 9 割を超えています。 

 

なぜ改善計画の策定が必要か 

 本来、金利の減免や返済猶予等を実施した「貸出条件

緩和債権」はいわゆる「不良債権」に該当し（図 1）、債

務者区分が要管理先以下となった場合、新規融資を受ける

ことは非常に難しくなります。ただし、円滑化法の施行に

伴いこの判断基準が緩和され、「実現可能性の高い抜本的

な再建計画（実抜計画）」を策定または策定する見込みが

あるときは、不良債権にはならない（恒久措置）とされま

した（図 2）。しかしながら実際は、いまだに改善計画を

策定していない、もしくは簡易な計画しか策定していない

企業も多く、経営者の危機意識の低さを指摘する声も聞か

れます。 

 

金融機関による選別はもう始まっている 

平成 24 年 11 月の金融担当大臣談話によれば、「個々の借り手の状況を

きめ細かく把握し、貸付条件の変更等や円滑な資金供給に努める」という

金融機関のスタンスが円滑化法の終了を機に大きく変わる可能性は少ない

と思われます。ただし、これはあくまで事業の持続可能性が見込まれるこ

とが前提です。多くの金融機関はすでにリスケ企業を「改善支援先」「再生

支援先」「廃業支援先」に振り分けていますし、実際、円滑化法施行当初と

比較して安易なリスケには応じないケースも増えてきています。実抜計画

を策定していない先、事業継続が見込めないと判断した先については、今

後対応が厳しくなることも十分予想されます。ちなみに金融庁は、改善計画ができておらず事業再生や転廃

業等の支援が必要な中小企業は 5～6 万社程度、つまりリスケ企業の 1～2 割にのぼると推計しています。 

 

円滑化法の終了に備えいまやるべきこと 

金融機関が支援企業を判断する際のポイントは、「事業の持続可能性」と「経営者の意欲」です。したが

って、今後も引続き金融機関から支援を受けるためには、何はともあれ実現可能性のある改善計画を策定す

ることが先決です。さらに計画策定後の売上、利益は最低でも計画の 8 割程度を確保していく必要がありま

すが、それを実現するためには、単に計画を作成するだけでなく、計画を達成するための具体的な行動計画

と進捗管理が不可欠です。改善計画は何も円滑化法対策のためだけに作成するものではありません。自社の

業績改善のため、金融機関に自社の事業をより理解してもらうために経営者みずから上手に活用していくこ

とがより一層重要になってきます。 

図 1 金融機関が行う債務者区分 

債務者区分 概要  

正常先 財務内容に特段の問題なし 

正
常
債
権 

要注意先 財務内容に問題がある等 

注意を要する 

 その他要注意先 要注意先のうち「要管理先」以外 

 要管理先 ・金利の減免や返済猶予等を実施 

（貸出条件緩和債権） 

・3 ヶ月以上延滞 不
良
債
権 

破綻懸念先 経営破綻に陥る可能性が大 

実質破綻先 実質的に経営破綻している状態 

破綻先 法的・形式的に経営破綻している状態 
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2013 年度資産運用の考え方 

 

お正月に下記のニュースをご覧になられた方はさぞ驚かれたことでしょう。 

当たり前ですが、市場関係者も口をそろえて異常だと言っていたそうです。 

これって、もしかしたら、後になって思うとこういうことがバブルの始まりかもしれません。 

 

ところで、今年の日本は「パラダイム転換」の年となるのではないかと思います。 

「パラダイム転換」とは、「その時代や分野において当然のことと考えられていた認識や思想、社会全体の

価値観などが革命的にもしくは劇的に変化すること。」（Wikipedia より）ということのようです。約２０年間

のデフレ、低金利、円高、株安、不動産価格の下落という先入観の舵を１８０度切り替える必要があるかも

しれません。ここで過去の歴史を少し振り返ってみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本経済の約 40 年近くを振り返ると、およそ前半 20 年間はインフレ、後半 20 年間はデフレのような構

図となっています。長い間、国民は円高、株式相場は上昇が継続しない、ゼロ金利、景気低迷、可処分所得

の減少等、景気の「気」が長い間、実に鬱状態になっていました。 

昨年の 11 月 16 日に衆議院が解散し、総選挙が行われてから円安、株高現象がおこりました。安倍晋三

総裁が掲げたデフレ経済を克服するためにインフレターゲットを設定し、これが達成されるまで日本銀行法

改正も視野に、大胆な金融緩和措置を講ずるといういわゆる「アベノミクス」です。このことは、一つのき

っかけだと思われますが、円安、株高が進行する兆しが随所に現れています。また、今後、日銀へのプレッ

 

「東京・築地の中央卸売市場で５日早朝、今年初の取引となる「初競り」があり、２２２キロの青森県大間産 

クロマグロが、１億５，５４０万円（１キロ当たり７０万円）で競り落とされた。これまでの最高値だった 

昨年の５，６４９万円（同２１万円）の３倍近くとなり、記録のある平成１１年以降、最高値となった。」 

（2013 年 1 月 5 日 産経ニュース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

米国のニクソン大統領は、ベトナム戦争に 

より財政赤字が急激に膨張して、そのこと 

から起こる自国のドル流失を防ぐため、ドル 

と金の交換停止を発表（ニクソン・ショック）。 

通貨の多国間調整（金 1 オンス=35 ドル→38 ドル、 

1 ドル=360 円→308 円に切り上げ）と固定相場制の維持が 

行われた。（スミソニアン体制） 

日本を含む先進各国は相次いで変動相場制に 

切り替える。 

[プラザ合意]ニューヨークで行われた、先進 5 か国(日米 

英独仏)による為替レートに関する合意。 

この合意により、参加各国の通貨は米ドルに対し一律 

10～12%切り上げられ、各国は恣意的な為替市場への 

介入を余儀なくされた。合意の翌日には 235 円から 

約 20 円も円高になり、翌年には 1 ドル 120 円台で 

取引されるようになった。 

急速な円高により、日本企業の輸出は減速し、労働力の 

安い海外へ工場を移転させ、米国資産を次々に買うように 

なり、海外旅行も非常に人気が出た。 

一方、円高不況の懸念から日本銀行は低金利政策を採用 

し続け、株式や不動産への投機を加速させた。 

また円高の利点を日本企業が受け始め、景気が回復に 

転じた結果、バブル景気 に突入していった。 

日経平均 最高値 38,957 円 

大都市圏 地価ピーク （地方は 1992 年） 

 

⇒    デフレ ⇒ 円高 ⇒ デフレ へと突入 

バブル 

崩壊 
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シャーは益々厳しくなるものと予想されます。また、2013 年 4 月には日銀総裁の任期満了を迎えます。現

職の白川総裁は景気浮揚への日銀の積極的な関与に懐疑的でしたが、後任はデフレ脱却に協力する新総裁と

なるとの見方が多いようです。そうなると、日銀は直接・間接的に国債を大量購入し、市場に資金をジャブ

ジャブ供給しはじめることになります。これはリーマンショック以降に米国が強力に推し進めてきた、量的

緩和によるドル安・景気浮揚策と同じで、その効果は実証済みです。これは強力な円安圧力なので、輸出主

導の企業が多い日本にとっては強力なバックアップとなり、利益が出る体質や海外の企業に売り負けない状

況となり、企業収益が回復するとともに、国にたくさんの税金を納めるようになって、好循環となってくる

でしょう。 

 一方、日銀による実質的な国債引き受けを財源に、積極的な財政出動を打ちだす方針です。東日本大震災

や中央高速道でのトンネル事故により、日本全国の道路や公共建築物に対する大規模財政支出を行う可能性

が高いと思われます。これで地方経済も潤い、不動産価格が上昇しやすくなります。更に政府は、大胆な金

融緩和、成長戦略を「３本の矢」として日本経済の再生を掲げるということです。 

 その後、株高、不動産高を背景に資産インフレとなると、資産デフレと逆の現象が起こり、人々の眠って

いた資産が動き出す可能性が高くなり、好循環を生む可能性があります。 

 

2013 年はどう動く 

 ここで、２０１３年の資産運用の考え方です。前半は、「アベノミクス」の期待先行で買われていたもの

の利益確定売りや、米国の債務上限問題で市場はかなり混乱するでしょう。米国株式も下がり、ドル円も半

値戻し位は円高となるでしょう。しかしながら、年後半は米国の本格的な景気回復に伴う金利上昇により円

安、株高が進む可能性が高いと考えられます。 

ところで、米国経済は、報道されているシェールガスとシェールオイルによって、経常赤字、エネルギー

コスト、生産効率、失業率が劇的に改善される可能性が高いのです。昨年、国際エネルギー機関（IEA）が、

２０１７年までに、米国がサウジアラビアを抜いて世界最大の産油国になるとの見通しを明らかにしました。

米国の２０１１年の石油純輸入額は経常赤字の７１％を占めていますが、２０１２年の輸入額は７年前より

も約４割減少しており、２０２０年には純輸出国となり、経常赤字は大幅に減少します。天然ガス価格は２

００８年のピークから既に約８割下落していて、米国で生産する企業にとっては圧倒的なアドバンテージと

なるでしょう。このことにより、今後の米国経済は劇的にパラダイム転換が起こる可能性が高いのです。 

  

バブルの前に、ほとんどの人がバブルになると予想していませんでした。バブル崩壊後、ここまでデフレ

が続いて地価が下落すると多くの人が予想していませんでした。７６円の円高になるとだれが予想したでし

ょうか？従って、逆にもしかしたら将来、再び日本がバブルへ突入することがあるかもしれません。そうな

ると「バブルへＧｏ アベノミクス」ということとなりますが、果たして数年後にはどうなっているでしょ

うか？その時に備えて、資産配分はしっかり管理しましょう。   

 

 

                 

 

 

褒めて伸ばす 

 

企業成長が難しい給料デフレの時代、働き手が賃金という報酬以外に、仕事のやりがいや成長の実感とい

った「心の報酬」を求めるようになってきています。そんな時「褒める」は有効な手段です。「褒める」は、

人のしたことや行いを優れていると評価して、その価値を発見する作業でもあります。あら探しをせずプラ

スの面を見出す作業とも言えます。 

「できなかった」は咎めずに「できた」を褒めれば従業員の志気が高まり会社の雰囲気も良くなります。

その結果お客さんの支持も高まれば満足度も上がり売上高アップにつながります。その先に、従業員の離職

率も低下するという良い循環が生まれます。ただ、注意した方がよいのは「褒めっぱなし」にしないことで

す。褒めてモチベーションが高まったら、次の新たな行動へつながるよう後押しすることです。たとえミス

をしても「着実に成長しているよ」と褒めればまた次の行動で返ってくるでしょう。 統括部長 高木幹夫 

上記記載は情報提供を目的としたものであり、情報の正確性などを保証するものではありません。また、将来の結果を 

保証するものでもありません。お取引にあたっての最終的なご判断は、お客さまご自身の責任において行なってください。 

詳細はＦＰ事業部まで。 


